
１）国内総生産（ＧＤＰ）

(％) 2016年 2017年 2018年 18年Q2 18年Q3 18年Q4
2019年通年

（予測）
実質ＧＤＰ成長率（前年同期比） 1.51 3.08 2.63 3.29 2.38 1.78 2.27
　内需寄与度 1.86 1.08 2.81 1.64 3.99 3.18 1.83
　　民間消費寄与度 1.23 1.34 1.08 1.23 0.88 0.82 1.17
　　民間投資寄与度 0.49 ▲ 0.17 0.24 0.00 0.92 ▲ 0.10 0.62
　　官需等その他寄与度 0.13 ▲ 0.08 1.48 0.42 2.19 2.45 0.04
　外需寄与度 ▲ 0.35 2.00 ▲ 0.18 1.65 ▲ 1.61 ▲ 1.40 0.44
　　輸出寄与度 1.24 4.66 2.38 3.96 0.89 0.85 1.50
実質ＧＤＰ成長率（前期比年率） - - - 1.38 1.90 1.50 -
１人当たりGDP(ドル） 22,592 24,408 25,048 6,186 6,162 6,349 25,148

（注）r：修正値、p：速報値、ｆ：予測値

台湾の主要経済指標の動向
2019年4月　日本台湾交流協会

　台湾の2018年第4四半期における実質GDP成長率は、前年同期比＋1.78％となり、10四半期ぶりに1％台
の成長率に鈍化した。他方、2018年通年の実質GDP成長率は、台湾当局の事前予測値（＋2.66％）に近い
＋2.63％で着地した。
　2018年第4四半期では、家電売上の減少等によって個人消費の成長寄与が＋0.82％と2四半期連続で1％
を下回り、また、機械設備への投資減少等によって固定資本形成の成長寄与が＋0.45％と前期（＋1.14％）
から減速した。輸出の成長寄与については、世界経済の減速と前年の基準値の高さの影響を受けて、2四半
期連続で1％を下回る＋0.85％となった。
　2019年通年の成長予測は＋2.27％となり、前回発表時点（2018年11月）の予測値から0.14％ポイントの下
方修正となった。スマートフォン等の電子製品への需要鈍化、半導体産業の在庫調整に加え、世界経済の
見通しの不確実性等が減速要因として指摘されている。
　なお、4月30日に発表された2019年第1四半期の事前予測値は、内需の減速等により、前期をやや下回る
前年比＋1.72％となった（より精度の高い速報値が5月末に発表されるため、以下の図表には反映せず）。

『2018年第4四半期の実質GDP成長率は、10四半期ぶりに1％台に鈍化。2019年の実質GDP成長率は、前
年を下回る2％台前半の成長となる見通し。』

＜全体評価＞

◆台湾経済は、世界経済の緩やかな回復基調を受けて、緩やかな回復が続いているものの、足下で一部減速している。

◆好調な労働市場を背景に内需は総じて安定している一方、輸出が減速しており、工業生産への下方圧力が見られる。

◆先行きについては、不確実性の高さに対する懸念が続いており、世界経済や国際金融市場の動向を注視する必要がある。

▲ 2

▲ 1

0

1

2

3

4

5

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ(r) Ⅳ(p) Ⅰ(f) Ⅱ(f) Ⅲ(f) Ⅳ(f)

2017 2018 2019

（％） 四半期ＧＤＰ成長率（前年同期比）の主要寄与度の推移

（期）

（年）

内需寄与度（うち民需）

GDP成長率 内需寄与度（うち官需等）

外需寄与度

▲ 2

▲ 1

0

1

2

3

4

5

6

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018(p) 2019(f)

（％） GDP成長率（通年）の推移

GDP成長率

外需寄与度

内需寄与度（うち民需）

（年）

内需寄与度（うち官需等）

1 ﾍﾟｰｼﾞ



２）景気総合判断　　 『景気総合判断指数は「後退注意」圏で推移』

2018年9月 18年10月 18年11月 18年12月 19年1月 19年2月 19年3月
景気総合判断（判断点数） 後退注意（２２） 後退注意（２２） 後退注意（１７） 景気後退（１６） 後退注意（２０） 後退注意（１７） 後退注意（２０）
先行指標 100.86 100.38 100.05 99.99 100.27 100.86 101.58
一致指標 101.14 100.74 100.20 99.53 98.75 97.87 97.02

３）工業生産指数 『工業生産は、2016年半ば以降、総じて増加基調で推移してきたものの、足下で減速が目立つ』

(％、前年同期比) 2015年 2016年 2017年 2018年 2018年12月 19年1月 19年2月 19年3月
全　体 ▲1.28 1.97 5.00 3.64 ▲1.06 ▲1.09 ▲1.96 ▲9.88
　　うち製造業 ▲1.16 1.91 5.27 3.93 ▲1.22 ▲1.08 ▲1.86 ▲10.52
        うち電子部品 ▲1.24 4.66 8.20 5.32 ▲2.51 ▲5.02 ▲6.13 ▲14.92

出所：経済部統計処

４）卸売・小売 『飲食レストラン業の売上は増加基調が継続。卸売業・小売業の売上は足踏み。』
　　飲食レストラン業動態

(％、前年同期比) 2015年 2016年 2017年 2018年 2018年12月 19年1月 19年2月 19年3月
  卸売 ▲3.87 ▲1.86 4.98 3.58 ▲4.14 2.76 ▲3.30 ▲5.66
　小売 0.32 1.90 1.18 3.17 1.95 8.17 ▲9.06 0.62
　飲食レストラン業 2.69 3.62 2.94 4.59 6.25 9.69 0.23 8.45
出所：経済部統計処

　3月の工業生産指数は、前年同月比▲9.88％の減少となり、工業生産の大半（シェア約9割）を占める製造
業は▲10.52％の減少、このうち、主要品目である電子部品(シェア約4割)は▲14.92％の減少となった。
　他の産業では、鉱業が▲1.55％、電力・ガスが▲0.46％、水供給が▲2.60％となっている。
　担当官は、足下の減速幅の拡大は前年の基準値の高さの影響もある一方、米中貿易摩擦やスマートフォン
の販売低迷の影響を受けた工業生産の減速を指摘しつつ、当面の間、横ばい、あるいは、減少基調が続くと
の見通しを示している。

　3月の景気総合判断は、株価の上昇等により、前月から3ポイント上昇し、引き続き「後退注意」圏で推移し
ている。
　担当当局は、安定した雇用環境が景気を下支えする一方、世界経済の先行きに対する不確実性に留意す
る必要があるとの見方を示している。

出所：国家発展委員会
（注）「景気総合判断」は、生産・雇用・消費・株価等の主要な経済指標を指数化したものであり、景気のトレンドを示す目安とされる。

　3月の卸売業は、前年同月比▲5.66％の減少となり、売上額は8,267億元となった。
　3月の小売業は、前年同月比＋0.62％の増加となり、売上額は3,441億元となった。
　3月の飲食・レストラン業は、前年同月比＋0.32％の増加となり、売上額は402億元となった。
　小売業、及び、飲食・レストラン業の売上は、金額ベースで過去最高額を更新。
　担当官は、スマートフォンの販売見通しが低迷していることなどから、卸売業の売上額は目先減少が続く可
能性があるの見方を示している。
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５）物価動向　 『消費者物価、卸売物価ともに緩やかな上昇が継続』

(％、前年同期比) 2015年 2016年 2017年 2018年 2018年12月 19年1月 19年2月 19年3月
消費者物価 ▲ 0.31 1.40 0.62 1.35 ▲ 0.05 0.20 0.23 0.58

コア物価 0.79 0.84 1.03 1.22 0.52 0.53 0.30 0.42
卸売物価 ▲ 8.84 ▲ 2.99 0.90 3.64 0.83 0.75 0.80 1.19
出所：行政院主計処

６）住宅価格

住宅価格指数（16年通年＝100） 2014年4Q 2015年4Q 2016年4Q 2017年4Q 17年4Q 18年1Q 18年2Q 18年3Q

全国 99.1 99.6 99.1 100.7 100.6 100.6 100.1 100.6

台北市（事実上の首都） 107.0 101.5 99.3 99.1 98.3 99.5 100.0 100.5

高雄市（南部の代表都市） 98.7 99.7 99.4 101.7 101.6 100.7 99.6 100.2

住宅価格／年間所得比率 2014年4Q 2015年4Q 2016年4Q 2017年4Q 17年4Q 18年1Q 18年2Q 18年2Q

全国 8.4 8.5 9.3 9.2 9.2 9.1 9.0 9.0

台北市（首都） 15.7 15.8 15.2 15.0 15.0 15.0 15.1 15.1

高雄市（南部の代表都市） 7.7 7.9 8.4 8.2 8.2 8.2 7.9 7.9
出所：内政部

　3月の消費者物価指数（CPI）は前年同月比で＋0.58％の上昇、また、野菜・果物及び燃料を除いたコアCPI
は＋0.42％の上昇となった。個別項目では、卵が＋24.44％、野菜が＋9.04％と上昇した一方、通信費が▲
4.69％、果物は▲3.36％の下落となった。
　3月の卸売物価指数（WPI）は対前年同月比で＋1.19％の上昇となった。個別項目では、鉱業製品が＋
10.04％、石油関連が＋4.03％と上昇した一方、化学品・薬品が▲4.60％の下落となった。
　行政院の担当官は、卵価格の上昇は前年の水害発生を受けた供給量の減少に伴うものであり、足下の市
場動向を踏まえると、徐々に安定してくるだろうとの見方を示している。

『台湾の住宅価格の上昇ペースは足下で落ち着いているものの、台北市の住宅価格対所得比率は引き続
き高水準にある。』
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７）雇用動向　 『雇用者数の増加基調、新規求人倍率の安定推移、失業率の低位安定など、雇用情勢は好調』

                 2015年 2016年 2017年 2018年 2018年12月 19年1月 19年2月 19年3月
新規求人倍率(倍） 2.00 1.80 1.76 1.77 1.56 1.61 1.75 1.85
失業率(％） 3.78 3.92 3.76 3.71 3.66 3.64 3.72 3.68
経常賃金(前年同期比） 1.33 1.35 1.82 2.58 2.09 2.31 1.86 -
注：失業率は季節調整前。
出所：行政院主計処、労働部

８）企業等の設立・倒産 『企業新設・工場新設は前年比減少する一方、企業倒産・工場閉鎖は増加基調』

(％、前年同期比) 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 19年1-2月
企業新設件数 6.0 4.2 1.0 4.5 ▲ 7.5 ▲ 13.0
工場新設件数 ▲ 17.1 8.8 16.3 ▲ 10.0 ▲ 7.7 ▲ 0.5
企業倒産件数 1.3 ▲ 0.3 ▲ 1.3 2.9 30.9 63.5
工場閉鎖件数 13.3 ▲ 7.5 1.7 ▲ 25.9 6.3 19.4
出所：経済部

９）輸出入

　①輸出入総額及び貿易収支

　　(単位：億ドル） 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年1月 2019年2月 2019年3月 2019年1-3月
金額 2,853.4 2,804.0 3,173.9 3,360.5 273.0 203.9 286.8 763.6

前年比 ▲10.9% ▲1.7% 13.2% 5.9% ▲0.3% ▲8.8% ▲4.4% ▲4.2%
金額 712.1 739.0 890.0 968.0 71.7 52.9 79.0 203.5

前年比 ▲13.3% 3.8% 20.5% 8.8% ▲6.1% ▲9.1% ▲19.1% ▲12.3%
金額 195.9 195.5 207.9 230.9 21.6 15.4 20.8 57.8

前年比 ▲2.7% ▲0.2% 6.3% 11.1% 13.6% ▲4.4% 4.1% 4.9%
金額 2,372.2 2,309.4 2,595.1 2,866.6 263.9 154.7 255.6 674.1

前年比 ▲15.8% ▲2.6% 12.6% 10.6% 6.8% ▲19.7% 6.6% ▲0.8%
金額 441.8 440.0 500.5 538.0 57.1 25.2 49.7 132.0

前年比 ▲8.0% ▲0.4% 13.8% 7.5% 14.7% ▲26.4% 16.8% 4.3%
金額 388.7 406.2 419.5 441.6 34.1 28.5 43.6 106.3

前年比 ▲7.4% 4.5% 3.3% 5.3% ▲6.8% ▲16.0% 11.3% ▲3.2%
金額 481.2 494.6 578.8 494.0 9.1 49.3 31.2 89.5

前年比 25.8% 2.8% 16.3% ▲14.8% ▲66.2% 59.7% ▲48.1% ▲23.8%
出所：財政部統計処 　

　2019年1-2月の企業新設は5,557件（前年比▲13.0％）、工場新設は653件（▲0.5％）。
　2019年1-2月の企業倒産は5,753件（前年比＋63.5％）、工場閉鎖は499件（＋19.4％）。

　2019年3月の失業率は、前月比▲0.04％ポイント低下の3.68％となった（季節調整後は前月比＋0.01％ポイ
ント上昇の3.72％）。新規求人倍率は、1.85倍と前月（1.75倍）から上昇。
　2019年3月の雇用者数は、前月比＋0.05％の5,000人増、前年比＋0.66％の75,000人増となり、雇用者数合
計は、1,147.8万人となった。
　2019年2月の経常賃金は41,187元であり、前年同月比＋1.86％となった。
　担当当局は、台湾の雇用情勢は総じて安定しており、米中貿易摩擦による労働市場への影響は現時点で
は限定的であること、また、台湾への回帰投資の支援策が中期的に就業機会をもたらすことが期待されると
の見方を示している。

『輸出は、米国向けが増加するも、中国向けの減少寄与等により減少が続いている。輸入は、ほぼ横ば
い。』

　2019年1-3月の輸出は前年同期比▲4.2％の763.6億ドル、同輸入は▲0.8％の674.1億ドル。輸出は、5ヶ月
連続の減少となっている。
　主要市場への輸出について、シェア1位の中国向けは5ヶ月連続で減少し、減少率が拡大傾向にあり、ま
た、同3位の香港も減少が続いている。他方、シェア2位の米国、同5位の韓国は2ケタの増加が続いている。
　新南向政策（台湾当局による東南アジア等との関係強化政策）の対象国向けの輸出は、輸出全体を下回
る2ケタの減少となっている。
　輸入については、シェア1位の中国が増加に転じたほか、同3位の米国も2ケタの増加となっている。他方、
シェア2位の日本、同4位の韓国は減少。
　主要品目別の輸出については、3割強のシェアを占める電子製品が▲7.2％、情報通信機器等が＋18.6％、
金属が▲10.3％、機械が▲3.6％となっている。また、輸入については、2割強のシェアを占める電子製品が
＋2.2％、原油を含む鉱産品が▲4.0％、機械が＋24.1％、化学品が▲12.0％となっている。主力輸出品目で
ある電子製品は、スマートフォン販売の落ち込み等により昨年11月以降減少傾向にある。
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　　（単位：億ドル） 金額 シェア 前年同期比 金額 シェア 前年同期比 金額 前年同期比
763.6 100.0% ▲4.2% 674.1 100.0% ▲0.8% 89.5 ▲23.8%
203.5 26.6% ▲12.3% 132.0 19.6% 4.3% 71.6 ▲32.2%
107.1 14.0% 20.4% 87.7 13.0% 11.3% 19.5 90.4%
88.6 11.6% ▲1.1% 2.5 0.4% ▲0.8% 86.1 ▲11.4%
57.8 7.6% 4.9% 106.3 15.8% ▲3.2% ▲48.5 ▲11.4%
41.4 5.4% 18.0% 39.4 5.8% ▲10.8% 2.0 -
38.3 5.0% ▲0.1% 19.8 2.9% ▲2.7% 18.5 3.0%
25.3 3.3% 3.5% 10.1 1.5% 12.4% 15.1 ▲1.7%
21.7 2.8% ▲15.6% 24.9 3.7% 32.2% ▲3.2 -
17.4 2.3% 4.0% 21.9 3.2% ▲11.8% ▲4.5 ▲44.3%
8.7 1.1% 4.5% 24.4 3.6% 9.7% ▲15.7 12.9%

147.4 19.3% ▲10.9%

出所：財政部統計処

　③電子製品の輸出入の動向　　
2015年 2016年 2017年 2018年 19年1月 19年2月 19年3月 2019年1-3月

輸出のうち、電子製品のシェア 34.1 33.1 33.8 33.0 32.1 31.5 31.9 31.9
　　　　　　同期比 ▲4.4% 8.1% 15.5% 3.4% 0.8% ▲8.3% ▲13.3% ▲7.2%
輸入のうち、電子製品のシェア 17.5 18.2 18.2 19.2 20.9 21.2 18.6 20.1
　　　　　　同期比 ▲7.7% 9.6% 17.8% 15.4% 13.2% ▲16.4% 6.4% 2.2%

出所：財政部統計処

１０）対内外直接投資　　

　①総額

（単位：金額は億ドル） 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年1月 2019年2月 2019年3月 2019年1-3月

金額 50.4 112.8 77.8 116.7 3.4 2.2 4.7 10.4
前年比 ▲17.4% 123.9% ▲31.1% 33.3% ▲23.1% ▲75.5% ▲48.1% ▲55.7%
金額 4.5 3.5 6.4 15.3 0.4 0.3 0.4 1.1

前年比 ▲17.4% ▲23.5% 84.7% 138.1% ▲36.3% ▲96.2% 58.1% ▲86.8%
金額 2.4 2.5 2.7 2.3 0.0 0.0 0.04 0.11

前年比 ▲27.1% 1.5% 7.3% ▲13.0% ▲96.2% 4903.5% ▲42.2% ▲87.5%
金額 217.1 217.9 203.2 227.9 10.5 14.5 7.1 32.2

前年比 23.6% 0.4% ▲4.6% ▲0.2% 26.4% 173.5% 34.6% 27.9%
金額 3.0 45.0 2.0 6.2 0.0 0.0 0.003 0.01

前年比 ▲55.3% 1382.7% ▲95.5% 206.8% 45.4% ▲20.8% 148.5% 79.8%
金額 109.7 96.7 87.4 85.0 3.8 6.4 2.0 12.3

前年比 6.7% ▲11.8% ▲4.8% ▲8.1% 12.7% 127.5% ▲68.6% ▲3.6%

日本
韓国

ベトナム

貿易収支

（※)ＡＳＥＡＮ10、インド、モンゴル、パキスタン、スリランカ、　ネパール、ブータン、オーストラリア、ニュージーランド

マレーシア

新南向政策対象18カ国（※）
オーストラリア

香港

中国

　②2019年1－3月の主な地域別輸出入動向　

ドイツ

米国

シンガポール

全体

輸出 輸入

『対内直接投資は前年同期の大型案件の反動で減少。対外直接投資は大型案件の寄与により増加。ただ
し、対中国投資は減少。』

　2019年1-3月の対内直接投資額は10.4憶ドル、前年同月比▲55.7％となっている。減少の主な要因は、前
年2月の伊藤忠商事による台北金融大楼（台北101）への出資（約6.7億ドルで約37％の株式取得）、前年3月
のドイツの安聯（ALLIANZ SE）による安聯人寿保険への増資（約6.4億ドル）等の大型案件の反動によるも
の。なお、日系企業による大型投資案件としては、住宅及びビルの開発・リース・販売を手掛ける大和房屋
工業による汎陸建設実業への増資（約6億元）、工業用ファスナー製造・販売等を手掛けるニフコによる台湾
扣具工業への投資（約5億元）、冶金製造・輸出等を手掛けるポーライトによる台湾保来得への投資（約2億
元）等があった。
　2019年1-3月の対外直接投資額は32.2憶ドル、前年比＋27.9％となっている。増加の主な要因は、今年2月
の富邦人寿保険によるルクセンブルグ富邦ユーロタワー設立（約5.7億ユーロ）等の大型投資によるもの。
シェア1位の対中国投資は1月以降増加していたものの、3月は単月ベースで減少に転じ、1-3月も前年同期
比▲3.6％となっている。また、既述の大型投資によりルクセンブルグ向けがシェア2位に上昇し、新南向政策
対象国でもあるシンガポール向け（同4位）も大幅に増加している。
　なお、米中貿易摩擦の影響を受けて、台湾当局は台湾への回帰投資を支援しており、担当当局によると、
これまで台湾企業35社の回帰投資が許可され、予定投資総額は1,370億台湾元（約4,970億円）となる見込
み。
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対内直接投資
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　②2019年1-3月（累計）の主な地域別投資動向　

　　（億ドル） 金額 シェア 前年同期比 （億ドル） 金額 シェア 前年同期比
10.4 100.0% ▲55.7% 全体 32.2 100.0% 27.9%
2.5 24.4% 272.3% 中国 12.3 38.1% ▲3.6%
2.3 21.9% ▲25.0% ルクセンブルグ 6.0 18.8% n/a
1.1 10.5% ▲86.8% ベトナム 3.7 11.5% 3.0%
1.0 9.7% ▲16.0% シンガポール 3.2 9.9% 11200.1%
0.7 6.7% 24.1% 香港 1.7 5.3% 252.5%
0.5 4.8% ▲28.3% 英領中米 1.3 4.0% ▲48.0%
0.4 4.0% 114.6% タイ 1.0 3.1% 99.2%
0.2 1.9% 5.4% 米国 0.8 2.5% ▲50.5%
0.2 1.9% 21.0% サモア 0.7 2.3% ▲41.5%
0.2 1.8% ▲20.8% バミューダ 0.6 1.8% n/a

１１）国際収支 『経常収支の黒字、金融収支の赤字が継続』

（億米ドル） 2015年 2016年 2017年 2018年 18年1Q 18年2Q 18年3Q 18年4Q
経常収支 748.8 727.8 828.4 682.6 196.6 163.5 136.0 186.5

うち貿易収支 731.0 706.5 808.7 677.3 165.4 179.7 157.6 174.7
金融収支 ▲ 669.8 ▲ 597.6 ▲ 709.6 ▲ 519.2 ▲ 118.0 ▲ 124.8 ▲ 97.7 ▲ 178.8
出所：中央銀行

１２）外貨準備高　　 『4,000億ドル台後半での緩やかな増加基調が継続』

（億ドル） 2015年末 2016年末 2017年末 2018年末 18年12月末 19年1月末 19年2月末 19年3月末
外貨準備高 4,260 4,342 4,515 4,618 4,617.8 4,630.4 4,639.4 4,640.8
出所：中央銀行

１３）為替・株式相場

（単位：元、ポイント）   　　　　　　　 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年1月 19年2月 19年3月 19年4月
32.85 32.15 29.70 30.70 30.69 30.72 30.78 30.86
0.271 0.274 0.262 0.276 0.280 0.276 0.278 0.275

株価指数（期末終値） 8,338.06 9,253.50 10,642.86 9,727.41 9,932.26 10,389.17 10,641.04 10,967.73
出所：対ドル相場及び対円相場：みずほ銀行、株価指数：台湾証券取引所

サモア

　2019年3月末の外貨準備高は、前月比＋1.43億米ドル増の4,640.8億米ドルとなった。残高微増の要因につ
いて、中央銀行の担当官は、保有資産から得られる収益がユーロ等の他通貨建て保有資産の米ドル換算
額の減少分を上回ったことによるものと説明している。

　対米ドル・台湾元相場は、好調な輸出等を背景に2017年から2018年3月頃まで米ドル安・台湾元高方向で
推移したが、その後はグローバル市場における米ドル高の結果として1米ドル＝31台湾元近辺まで台湾元安
が進展した。以降は30元台後半のボックス圏で推移しており、4月の終値は1米ドル＝30.86台湾元となって
いる。
　株価（台湾加権指数）は、世界の株式市場におけるリスク回避の動きを受けて、2018年10月に10,000ポイ
ントの大台を下回って以降、総じて9,000ポイント台で推移していたが、本年2月に10,000ポイント台を回復して
以降は緩やかな上昇トレンドが続いており、4月末の終値は10,967.73ポイントとなっている。

1米ドル（期末TTB）＝
1円　（期末TTB）　 ＝

　2018年第4四半期の国際収支は、経常収支が＋186.5億米ドルの黒字、金融収支が▲178.8億米ドルの赤
字となり、中央銀行準備資産は＋22.2億米ドルの増加となった。
　経常収支のうち貿易収支は、前年同期比で17.1億米ドル増の＋174.7億米ドルの黒字、サービス収支は、
前年同期比で15.3億ドル減の▲7.8億米ドルの赤字。第一次所得収支（投資に伴う所得収支）は、前年同期
比で18.0億ドル増の27.9億米ドルの黒字となった。

『対米ドル・台湾元相場は1米ドル＝30.8台湾元台で推移、株価（台湾加権指数）は10,900ポイント台で推
移。』
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１４）その他金融動向　　

（単位：％） 2015年 2016年 2017年 2018年 2018年12月 19年1月 19年2月 19年3月

マネーサプライ(M２、対前年比） 6.34 4.51 3.75 3.52 3.07 3.14 2.92 3.10

マネーサプライ(M１B、対前年比） 6.10 6.33 4.65 5.32 5.69 6.55 5.97 6.87

銀行間短期金利（ｺｰﾙﾚｰﾄ） 0.353 0.193 0.178 0.183 0.183 0.179 0.180 0.178

不良債権比率（全体） 0.22 0.26 0.26 0.23 0.23 0.23 0.24 -

　うち本国銀行 0.23 0.27 0.28 0.24 0.24 0.24 0.25 -

　うち外銀台湾支店 0.00 0.08 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 -

不渡り手形  件数比率 0.18 0.19 0.18 0.14 0.14 0.11 0.12 0.12

    同　        金額比率 0.52 0.66 0.52 0.44 0.38 0.37 0.35 0.33
出所：中央銀行、金融監督管理委員会
（注）不良債権の定義は、3ヶ月以上延滞債権。時点は各期末。

１５）人的往来

(単位：人数回、％) 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年1月 19年2月 19年3月 19年1-3月
万人 1,044.0 1,069.0 1,074.0 1,106.7 86.8 95.6 107.9 290.3
前年比 5.3% 2.4% 0.5% 3.1% ▲0.5% 12.4% 6.5% 6.1%
万人 418.4 351.2 273.3 269.6 23.9 28.3 27.0 79.3
前年比 4.9% ▲16.1% ▲22.2% ▲1.4% 9.3% ▲2.2% 40.9% 13.2%
万人 162.7 189.6 189.9 196.9 14.6 14.5 21.6 50.7
前年比 ▲0.5% 16.5% 0.2% 3.7% ▲9.7% 16.6% 4.8% 3.0%
万人 367.7 416.8 456.4 475.7 38.7 40.0 40.2 119.0
前年比 29.9% 13.3% 9.5% 4.2% 10.5% ▲0.3% 3.9% 4.5%

出所：交通部・日本政府観光局（JNTO）

（参考）在留外国人
                 2015年 2016年 2017年 2018年 2018年12月 19年1月 19年2月 19年3月
台湾の在留外国人数 137,843 671,375 717,736 758,583 758,583 725,841 766,251 765,414
　うち台湾の在留邦人数 12,728 11,399 11,772 11,839 11,839 10,426 13,621 13,171
　　うち台北市の在留邦人数 6,414 5,615 5,688 5,635 5,635 5,034 6,686 6,325
出所：内政部移民署

「免責事項」
本資料に掲載されている内容は、公益財団法人日本台湾交流協会の公式見解を示すものではありません。
万が一、資料に基づく情報で不利益等の問題が生じた場合、公益財団法人日本台湾交流協会は一切の責任を負いかねますのでご了承ください。

　うち訪台日本人

訪台旅行者

　2019年1-3月の全世界の訪台旅行客は前年同期比＋6.1％の290.3万人となった。このうち、中国の訪台旅
行客は、前年同期比＋13.2％の79.3万人であり、日本の訪台旅行客は前年同期比＋3.0％の50.7万人で
あった。なお、目的別に見ると、観光が204.5万人、業務が18.0万人となっている。
　2019年1-3月の台湾の訪日旅行客は119.0万人で前年同期比＋4.5％と堅調に増加している。前年9月・10
月は台風の接近を受けた航空便・クルーズ船の欠航や北海道東部地震等の影響もあり減少したが、足下で
は持ち直している。

『中国の訪台旅行客は、中国政府の引締策による影響との見方もあり、2016年以降大幅に減少していた
が、足下で持ち直している。日本の訪台旅行客は緩やかに増加。台湾の訪日旅行客は堅調に増加してい
る。』

　2019年3月のマネーサプライのうち、M1B（現金＋普通預金等）は対前年比＋6.87％の増加となった。また、
M2（M1B+準通貨（定期預金等））は対前年比＋3.10％の増加となり、中央銀行が設定した目標（＋2.5～
6.5％）の範囲内で推移している。
　中央銀行の担当官は、過去数ヶ月間に外資による資金流出の動きが見られたが、足下では台湾への株式
市場への流入の動きがあると指摘している。

【対米ドル・台湾元相場の推移】（単位：台湾元／米ドル）

【株価指数（台湾加権指数）の推移】（単位：ポイント）

『マネーサプライ（M2）は3％前後の増加率（中銀の目標レンジ内）で推移。不良債権比率は低位安定推
移。』

訪日台湾人

　うち訪台中国人
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